
議第２３号 

呉市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

 呉市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

呉市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 呉市職員の育児休業等に関する条例（平成４年呉市条例第２１号）の一部を次の

ように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に，下線及び

太枠で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で

定める職員は，次に掲げる職員とする。 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で

定める職員は，次に掲げる職員とする。 

(1) ～(3)  略 (1) ～(3)  略 

(4) 次のいずれかに該当する特定短時間

勤務職員（地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号）第２８条の５第１項又は

同法第２８条の６第２項の規定により

採用された短時間勤務職員，一般職の任

期付職員の採用等に関する条例第４条

第１項又は第２項の規定により任期を

定めて採用された短時間勤務職員その

他の一般職の非常勤職員をいう。以下同

じ。）以外の特定短時間勤務職員 

(4) 次のいずれかに該当する特定短時間

勤務職員（地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号）第２８条の５第１項又は

同法第２８条の６第２項の規定により

採用された短時間勤務職員，一般職の任

期付職員の採用等に関する条例第４条

第１項又は第２項の規定により任期を

定めて採用された短時間勤務職員その

他の一般職の非常勤職員をいう。以下同

じ。）以外の特定短時間勤務職員 

ア  次のいずれにも該当する特定短時

間勤務職員 

ア  次のいずれにも該当する特定短時

間勤務職員 

(ｱ) 任命権者を同じくする職（以下

「特定職」という。）に引き続き在

職した期間が１年以上である特定

短時間勤務職員 

 

(ｲ) その養育する子（育児休業法第２

条第１項に規定する子をいう。以下

同じ。）が１歳６か月に達する日（第

２条の３第３号において「１歳６か

月到達日」という。）までに，その

任期（任期が更新される場合にあっ

ては，更新後のもの）が満了するこ

と及び特定職に引き続き採用され

ないことが明らかでない特定短時

(ｱ) その養育する子（育児休業法第２

条第１項に規定する子をいう。以下

同じ。）が１歳６か月に達する日（以

下「１歳６か月到達日」という。）

（第２条の４の規定に該当する場

合にあっては，２歳に達する日）ま

でに，その任期（任期が更新される

場合にあっては，更新後のもの）が

満了すること及び引き続いて任命



間勤務職員 権者を同じくする職（以下「特定職」

という。）に採用されないことが明

らかでない特定短時間勤務職員 

(ｳ)  略 (ｲ)  略 

イ・ウ 略 イ・ウ 略 

（育児休業法第２条第１項の条例で定め

る日） 

（育児休業法第２条第１項の条例で定め

る日） 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条

例で定める日は，次の各号に掲げる場合の

区分に応じ，当該各号に定める日とする。 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条

例で定める日は，次の各号に掲げる場合の

区分に応じ，当該各号に定める日とする。 

(1)  略 (1)  略 

(2) 特定短時間勤務職員の配偶者（届出を

しないが事実上婚姻関係と同様の事情

にある者を含む。以下同じ。）が当該特

定短時間勤務職員の養育する子の１歳

到達日以前のいずれかの日において当

該子を養育するために育児休業法その

他の法律の規定による育児休業（以下こ

の条において「地方等育児休業」とい

う。）をしている場合において当該特定

短時間勤務職員が当該子について育児

休業をしようとする場合（当該育児休業

の期間の初日とされた日が当該子の１

歳到達日の翌日後である場合又は当該

地方等育児休業の期間の初日前である

場合を除く。） 当該子が１歳２か月に

達する日（当該日が当該育児休業の期間

の初日とされた日から起算して育児休

業等可能日数（当該子の出生の日から当

該子の１歳到達日までの日数をいう。）

から育児休業等取得日数（当該子の出生

の日以後当該特定短時間勤務職員が労

働基準法（昭和２２年法律第４９号）第

６５条第１項又は第２項の規定により

勤務しなかった日数と当該子について

育児休業をした日数を合算した日数を

いう。）を差し引いた日数を経過する日

より後の日であるときは，当該経過する

日） 

(2) 特定短時間勤務職員の配偶者（届出を

しないが事実上婚姻関係と同様の事情

にある者を含む。以下同じ。）が当該特

定短時間勤務職員の養育する子の１歳

到達日以前のいずれかの日において当

該子を養育するために育児休業法その

他の法律の規定による育児休業（以下こ

の条及び次条において「地方等育児休

業」という。）をしている場合において

当該特定短時間勤務職員が当該子につ

いて育児休業をしようとする場合（当該

育児休業の期間の初日とされた日が当

該子の１歳到達日の翌日後である場合

又は当該地方等育児休業の期間の初日

前である場合を除く。） 当該子が１歳

２か月に達する日（当該日が当該育児休

業の期間の初日とされた日から起算し

て育児休業等可能日数（当該子の出生の

日から当該子の１歳到達日までの日数

をいう。）から育児休業等取得日数（当

該子の出生の日以後当該特定短時間勤

務職員が労働基準法（昭和２２年法律第

４９号）第６５条第１項又は第２項の規

定により勤務しなかった日数と当該子

について育児休業をした日数を合算し

た日数をいう。）を差し引いた日数を経

過する日より後の日であるときは，当該

経過する日） 

(3)  略 (3)  略 



 （育児休業法第２条第１項の条例で定める

場合） 

 第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条

例で定める場合は，１歳６か月から２歳に

達するまでの子を養育するため，特定短時

間勤務職員が当該子の１歳６か月到達日

の翌日（当該子の１歳６か月到達日後の期

間においてこの条の規定に該当してその

任期の末日を育児休業の期間の末日とす

る育児休業をしている特定短時間勤務職

員であって，当該任期が更新され，又は当

該任期の満了後に特定職に引き続き採用

されるものにあっては，当該任期の末日の

翌日又は当該引き続き採用される日）を育

児休業の期間の初日とする育児休業をし

ようとする場合であって，次の各号のいず

れにも該当するときとする。 

 (1) 当該子について，当該特定短時間勤務

職員が当該子の１歳６か月到達日におい

て育児休業をしている場合又は当該特定

短時間勤務職員の配偶者が当該子の１歳

６か月到達日において地方等育児休業を

している場合 

 (2) 当該子の１歳６か月到達日後の期間

について育児休業をすることが当該特定

短時間勤務職員の継続的な勤務のために

特に必要と認められる場合として規則で

定める場合に該当する場合 

第２条の４ 略 第２条の５ 略 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条

例で定める特別の事情） 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条

例で定める特別の事情） 

第３条 育児休業法第２条第１項の条例で

定める特別の事情は，次に掲げる事情とす

る。 

第３条 育児休業法第２条第１項の条例で

定める特別の事情は，次に掲げる事情とす

る。 

(1) ～(6)  略 (1) ～(6)  略 

(7) 第２条の３第３号に掲げる場合に該

当すること。 

(7) 第２条の３第３号に掲げる場合に該

当すること又は第２条の４の規定に該

当すること。 

(8)  略 (8)  略 

（任期付短時間勤務職員についての給与 （任期付短時間勤務職員についての給与



条例の特例） 条例の特例） 

第２２条 任期付短時間勤務職員について

の給与条例の規定の適用については，次の

表の左欄に掲げる給与条例の規定中同表

の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右

欄に掲げる字句とする。 

第２２条 任期付短時間勤務職員について

の給与条例の規定の適用については，次の

表の左欄に掲げる給与条例の規定中同表

の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右

欄に掲げる字句とする。 

  略    略  

 第１６条の 

３（見出し

を含む。） 

再任用職員 任期付短

時間勤務

職員 

  第１６条の 

３（見出し

を含む。） 

再任用職員 任期付短

時間勤務

職員 

 

 第６条の３，第７

条 

第７条   第６条の３，第７

条 

第７条  

 第１７条 再任用短時間勤務

職員及び地方公共

団体の一般職の任

期付職員の採用に

関する法律（平成

１４年法律第４８

号）第５条の規定

により採用された

短時間勤務職員 

任期付短

時間勤務

職員 

    

（部分休業をすることができない職員） （部分休業をすることができない職員） 

第２３条 部分休業（育児休業法第１９条第

１項に規定する部分休業をいう。以下同

じ。）をすることができない職員（同項の

条例で定める職員をいう。）は，次に掲げ

る職員とする。 

第２３条 部分休業（育児休業法第１９条第

１項に規定する部分休業をいう。以下同

じ。）をすることができない職員（同項の

条例で定める職員をいう。）は，次に掲げ

る職員とする。 

(1)  略 (1)  略 

(2) 次のいずれにも該当する特定短時間

勤務職員以外の特定短時間勤務職員（地

方公務員法第２８条の５第１項に規定

する短時間勤務の職を占める職員（以下

「再任用短時間勤務職員等」という。）

を除く。） 

(2) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務

時間を考慮して規則で定める特定短時

間勤務職員以外の特定短時間勤務職員

（地方公務員法第２８条の５第１項に

規定する短時間勤務の職を占める職員

（以下「再任用短時間勤務職員等」とい

う。）を除く。） 

ア  特定職に引き続き在職した期間が

１年以上である特定短時間勤務職員 

 

イ  勤務日の日数及び勤務日ごとの勤

務時間を考慮して規則で定める特定

 



短時間勤務職員 

 （妊娠又は出産等についての申出があった

場合における措置等） 

 第２７条 任命権者は，職員が当該任命権者

に対し，当該職員又はその配偶者が妊娠

し，又は出産したことその他これに準ずる

事実を申し出たときは，当該職員に対し

て，育児休業に関する制度その他の事項を

知らせるとともに，育児休業の承認の請求

に係る当該職員の意向を確認するための

面談その他の措置を講じなければならな

い。 

 ２ 任命権者は，職員が前項の規定による申

出をしたことを理由として，当該職員が不

利益な取扱いを受けることがないように

しなければならない。 

 （勤務環境の整備に関する措置） 

 第２８条 任命権者は，育児休業の承認の請

求が円滑に行われるようにするため，次に

掲げる措置を講じなければならない。 

 (1) 職員に対する育児休業に係る研修の

実施 

 (2) 育児休業に関する相談体制の整備 

 (3) その他育児休業に係る勤務環境の整

備に関する措置 

第２７条 略 第２９条 略 

   付 則 

 この条例は，令和４年４月１日から施行する。ただし，第２２条の改正規定は，

公布の日から施行する。 

 

 

 

（提案理由） 

 育児休業，介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の一部

改正等を踏まえ，育児休業における取得要件の緩和その他所要の規定の整備を行う

ため，この条例案を提出する。 


